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本日開催の取締役会におきまして、当社の平成１５年１２月期第１四半期（平成１５年１月１日から
平成１５年３月３１日まで）の連結決算が確定致しましたので、ご報告致します。

連結決算業績ハイライト

第 １ 四 半 期 第 １ 四 半 期 年 間 予 想

百万円 百万円 ％ 百万円 ％

731,561 651,091 ＋ 12.4 3,152,000 ＋ 7.2

117,407 64,551 ＋ 81.9 415,000 ＋ 19.8

117,199 62,017 ＋ 89.0 410,000 ＋ 24.2

71,601 31,654 ＋ 126.2 240,000 ＋ 25.8

円 円 ％ 円 ％
１株当たり当期純利益：

基 本 的 81.57 36.11 ＋ 125.9 273.43 ＋ 25.7

希 薄 化 後 80.69 35.66 ＋ 126.3 － －

百万円 百万円 ％

2,952,828 2,942,706 ＋ 0.3

百万円 百万円 ％

1,668,328 1,591,950 ＋ 4.8

（注） 当社の連結財務諸表は米国会計基準に基づいて作成しております。
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経経経経        営営営営        成成成成        績績績績    及及及及    びびびび    財財財財    政政政政    状状状状    態態態態 

1. 当四半期の概況 

平成 15 年 12 月期第１四半期の内外の経済を概観しますと、米国経済は雇用環境に回復傾向が見ら
れず消費者マインドが悪化しており、景気回復力が弱まりつつあります。わが国経済も高水準の  
失業率が依然として続いており、個人消費も低迷するなど依然として景気回復の兆しが見られません
でした。また、欧州経済も個人消費等の内需の低迷からドイツやフランスを中心に景気の減速傾向が
強まりました。一方、アジア経済は内需が堅調な拡大を示したことにより中国、韓国、タイなどで  
景気の拡大傾向が見られました。 

当社関連市場においては、プリンタなどのＩＴ関連機器は、ＰＣ需要が依然として伸び悩んだこと
から低調に推移しましたが、企業向けのデジタル複写機市場では複合機やカラー機の需要が堅調に 
推移しました。また、デジタルカメラ市場は引き続き旺盛な需要に支えられ、特に海外で大幅な拡大
傾向を示しました。一方、半導体製造装置市場においては、半導体メモリー価格がＰＣの販売不振  
などから引き続き低迷したため、半導体メーカーの設備投資に対する姿勢に大きな変化は見られませ
んでした。当四半期の米ドル及びユーロの平均為替レートはそれぞれ 118.92 円及び 127.72 円と、  
前期に比べ米ドルは 11％の円高で、ユーロについては 9％の円安傾向で推移しました。 

このような状況の中、当四半期の連結売上高は、前年同期にＯＥＭ先での在庫調整の影響により 
大幅な減収となっていたレーザビームプリンタや半導体製造装置の売上が回復したことに加え、  
デジタルカメラが引き続き大幅な売上増を示したことにより、前年同期比 12.4％増の 7,316 億円とな
りました。また、純利益は四半期ベースで過去最高の 716 億円と前年同期に比べ 126.2％増となりま
した。当四半期の売上総利益率は、開発革新活動の成果として競争力のある製品をタイムリーに市場
に投入できたことや、生産革新活動の継続によるコストダウンなどにより前年同期の 47.1%から
50.7％へと 3.6%改善し、初めて 50％台となりました。一方、販売費及び一般管理費については、   
研究開発費が 538 億円と前年同期に比べ 49 億円増加し、販売促進活動に係る経費なども増加しまし
たが、全体では前年同期比 4.8％の増加と売上の増収率を下回る伸びにとどまりました。これらの  
結果、営業利益は 1,174 億円と、前年同期比 81.9％の大幅な増益を記録しました。営業外収益費用は、
為替差損や持分法損失などが減少したことから、全体では前年同期に比べ 23 億円の好転となりまし
た。この結果､税引前純利益は 1,172 億円、前年同期比 89.0％の増益となりました。本年 3 月末に   
我が国の事業税に外形標準課税の導入が公布され、平成 17 年度より標準税率が低下することになり
ました。これによる繰延税金資産の評価替えの影響で一時的な税金費用の増加があったものの、  
法人税法の改正による試験研究費の税額控除枠の拡大や海外子会社の業績が堅調に推移したことで
当四半期の実効税率は前年同期に比べ 8.5％低下し、純利益は 716 億円と 126.2％の大幅な増益とな
りました。 

これらの結果、基本的１株当たり当期純利益は、前年同期に比べ 45円 46 銭増の 81円 57 銭となり
ました。 

2. 製品事業別の状況 

当四半期の連結業績を事業の区分別に概観しますと、事務機事業の内、オフィスイメージング機器
では、強力なラインアップを持つ白黒デジタルネットワーク複合機“imageRUNNER シリーズ”の売上
が国内外で堅調な伸びを示し、その中でも特に中高速機 iR2200/iR3300 や高速機 iR5000、
iR7200/iR105 が引き続き好調に推移しました。また、カラー機でも昨年末に国内で発売したカラー
ネットワーク複合機 iRC3200/iRC3200N が売上増に大きく寄与したことなどからオフィスイメージン
グ機器全体では 1.2％の増収となりました。コンピュータ周辺機器では、前年同期にＯＥＭ先の   
在庫調整の影響により低迷していたレーザビームプリンタは、受注の回復により大幅な売上増を記録
しましたが、バブルジェットプリンタは、複合機 PIXUS MP シリーズやノート型プリンタ PIXUS50i  
などの新製品は好調なスタートを見せたものの、ＰＣ市場低迷の影響を受け、売上は若干の減少を 
余儀なくされました。これらの結果、コンピュータ周辺機器全体では 17.5%の増収となりました。  
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一方、ビジネス情報機器は、国内でのＰＣ販売が落ち込んだことなどにより、全体としては、19.9％
の減収となりました。これらの結果、事務機事業全体の売上高は 5,515 億円（前年同期比 6.6％増）
となりました。事務機事業の営業利益はコストダウンの進展や価格競争力のある新製品の投入により
営業利益率が 6.4％好転したことに加え、レーザビームプリンタなどを中心とした大幅な増収により
1,234 億円（前年同期比 49.4％増）となりました。なお、今四半期より当社の事務機の製品別売上   
状況をより適切に表示するために、上記のように表示区分名称を一部変更致しました。これに伴い 
過年度の数値も新表示区分に従って組替表示を行っております。 

カメラ事業においては、デジタルカメラの需要が引き続き高い伸びを維持する中、昨年後半に販売
を開始したコンパクトタイプの、PowerShot G3 や PowerShot S45 などの“PowerShot シリーズ”や  
IXY DIGITAL 320 などの“IXY DIGITAL シリーズ”が大幅な売上増を達成しました。また、一眼レフ
タイプでも昨年発売した EOS-1Ds に加え今期に投入した EOS-10D も好調な売上を見せました。一方、
銀塩カメラの売上高は市場のデジタル化や低価格化の影響を受け引き続き低迷しました。デジタル 
ビデオカメラはメガピクセル機 FV M10 などの新製品を投入しラインアップの充実を図った結果、  
売上高は堅調な伸びを見せました。これらの結果、カメラ事業全体の売上高は 1,175 億円（前年   
同期比 37.1％増）と引き続き二桁を超す成長を維持することができました。また、カメラ事業の   
営業利益は、デジタルカメラ及びデジタルビデオカメラの大幅な売上の増加により 217 億円（前年  
同期比 102.6％増）と大きく伸長しました。 

光学機器及びその他事業は、半導体メーカーの設備投資抑制の影響を受けたものの半導体製造装置
は液晶基盤露光装置の売上が大幅に伸びたことにより、売上高は 625 億円（前年同期比 30.2％増）と
なりました。また、営業利益は売上高の大幅な増加を受けて、前年同期の 45 億円の営業赤字から    
18 億円の営業黒字を記録することが出来ました。 

3. キャッシュ・フローの状況 

当四半期の営業キャッシュ・フローは、当期純利益が大幅な増益を記録したことに加え、減価償却
費の増加や運転資本の圧縮などにより971億円の収入になり前年同期に比べ248億円 増加しました。
また、設備投資については国内外での生産増強などを中心に､407 億円となったことに加え、    
㈱住友金属システムソリューション（現キヤノンシステムソリューション㈱）の買収に 127 億円の  
投資を実施したことなどから、投資キャッシュ・フローは 548 億円の支出となりました。この結果､
営業キャッシュ・フローから投資キャッシュ・フローを控除した、いわゆるフリーキャッシュ・フロー
は 423 億円の黒字となりました。 

一方、財務キャッシュ・フローは、引き続き財務体質の改善に向け借入金の返済を積極的に進めた
ことで 375 億円の支出となりました。これらの結果、現金及び預金は 5,308 億円と前期末に比べ   
95 億円増加し、依然として高い水準を維持しました。 

4. 当期の見通し 

第２四半期以降の当期の世界経済を展望いたしますと、イラク戦争が比較的短期間で終了する見込
みであるものの、戦後の復興に伴う財政支出の拡大やテロへの不安から消費が更に低迷する可能性も
あり、今後の世界経済の先行きについては依然不透明であります。また、重症急性呼吸器症候群（SARS）
の感染地域は中国を中心として拡大傾向にあり、中国地域での製品の生産リスクに加え、観光客や 
輸出の減少などにより中国及び東南アジア地域の経済は深刻な影響を受ける恐れもあります。 

当社関連市場においては、デジタルカメラは引き続き市場が急速な拡大を見せるものと想定されま
すが、部品の供給不足により市場の拡大が制約を受けることも考えられます。複写機やレーザビーム
プリンタではカラー機の需要が堅調に推移するものと思われますが、経済の低迷により企業の設備 
投資意欲が減退する可能性があります。また、半導体製造装置市場は半導体メーカーの設備投資回復
への動きが当初の想定よりも遅れており、受注が回復傾向を示すのは来年以降にずれ込むものと想定
されます。 
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また、為替相場については不透明な要素があるものの、米ドルについては前年同期に比べ若干の 
円高水準で、ユーロについては若干の円安水準で推移するものと見込んでおります。 

通期の業績見通しにつきましては、前述いたしました最新の市場環境並びに為替状況を踏まえ、 
連結売上高は 3兆 1,520 億円、連結税引前純利益 4,100 億円、連結当期純利益 2,400 億円に上方修正
いたします。また、単独業績につきましても、売上高は 1 兆 9,470 億円、経常利益 3,050 億円、     
当期純利益 2,200 億円を予想しております｡ 尚、通期業績見通しにおける第２四半期以降の為替 
レートにつきましては、１米ドル 118 円、１ユーロ 125 円を前提としております。 

【連結業績予想】 

中間期（平成 15 年 1 月 1日～平成 15 年 6 月 30 日）                  （単位 百万円） 
 前回発表 

予想(A) 
今回修正 
予想(B) 

増減額 
(B-A) 

前期実績 
(C) 

増減率 
(B/C) 

売上高 1,480,000 1,512,000 32,000 1,384,483 ＋9.2％ 

税引前純利益 143,000 193,000 50,000 127,195 ＋51.7％ 

当期純利益 83,000 114,000 31,000 73,205 ＋55.7％ 

通期（平成 15年 1月 1日～平成 15年 12 月 31 日）                   （単位 百万円） 
 前回発表 

予想(A) 
今回修正 
予想(B) 

増減額 
(B-A) 

前期実績 
(C) 

増減率 
(B/C) 

売上高 3,120,000 3,152,000 32,000 2,940,128 ＋7.2％ 

税引前純利益 350,000 410,000 60,000 330,017 ＋24.2％ 

当期純利益 205,000 240,000 35,000 190,737 ＋25.8％ 

【単独業績予想】 

中間期（平成 15 年 1 月 1日～平成 15 年 6 月 30 日）                  （単位 百万円） 
 前回発表 

予想(A) 
今回修正 
予想(B) 

増減額 
(B-A) 

前期実績 
(C) 

増減率 
(B/C) 

売上高 903,000 930,000 27,000 808,357 ＋15.0％ 

経常利益 106,000 147,000 41,000 93,698 ＋56.9％ 

当期純利益 90,000 125,000 35,000 58,478 ＋113.8％ 

通期（平成 15年 1月 1日～平成 15年 12 月 31 日）                   （単位 百万円） 
 前回発表 

予想(A) 
今回修正 
予想(B) 

増減額 
(B-A) 

前期実績 
(C) 

増減率 
(B/C) 

売上高 1,920,000 1,947,000 27,000 1,789,005 ＋8.8％ 

経常利益 255,000 305,000 50,000 240,982 ＋26.6％ 

当期純利益 180,000 220,000 40,000 144,184 ＋52.6％ 

 

尚、本資料で記述されている業績予想並びに将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が 
判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、様々な要因の変化に
より、実際の業績は記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となる可能性があることを  
ご承知おき下さい。 
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キヤノン株式会社 

平成 15 年 12 月期 第１四半期連結決算 

（1）比較連結損益計算書                               （単位 百万円） 

増　減

金　額 百分比
％

金　額 百分比
％

金　額

731,561 100.0 651,091 100.0 80,470 

360,605 49.3 344,504 52.9 16,101 

売 上 総 利 益 370,956 50.7 306,587 47.1 64,369 

253,549 34.7 242,036 37.2 11,513 

営 業 利 益 117,407 16.0 64,551 9.9 52,856 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,196 2,486 △290 

支 払 利 息 △1,246 △1,784 538 

そ の 他 △1,158 △3,236 2,078 

計 △208 0.0 △2,534 △0.4 2,326 

税 引 前 純 利 益 117,199 16.0 62,017 9.5 55,182 

45,216 6.2 29,219 4.5 15,997 

382 0.0 1,144 0.1 △762 

当 期 純 利 益 71,601 9.8 31,654 4.9 39,947 

売 上 高

平 成 15 年 12 月 期
( 平 成 15 年 1 月 1 日 ～
平 成 15 年 3 月 31 日 ）

平 成 14 年 12 月 期
( 平 成 14 年 1 月 1 日 ～
平 成 14 年 3 月 31 日 ）科　　目

少 数 株 主 損 益

法 人 税 等

営 業 外 収 益 及 び 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

    
（注）平成14年12月期第1四半期及び平成15年12月期第1四半期の包括利益（資本取引以外の資本勘定増減）は、 

それぞれ39,900百万円（増加）、91,621百万円（増加）となります。 
 

（2）比較連結売上高明細表                                                                     （単位 百万円）      

金　額 構成比
％

金　額 構成比
％

551,475 75 517,359 79 106.6 

254,321 35 251,219 39 101.2 

263,599 36 224,258 34 117.5 

33,555 4 41,882 6 80.1 

117,544 16 85,711 13 137.1 

62,542 9 48,021 8 130.2 

合 計 731,561 100 651,091 100 112.4 

国 内 185,978 25 178,388 27 104.3 

海 外 545,583 75 472,703 73 115.4 

米 州 242,820 33 217,061 34 111.9 

欧 州 216,411 30 188,752 29 114.7 

そ の 他 86,352 12 66,890 10 129.1 

事 務 機

オ フ ィ ス イ メ ージ ング 機器

コ ン ピ ュ ー タ 周 辺 機 器

平成15年12月期
平成14年12月期

％

平 成 15 年 12 月 期
( 平 成 15 年 1 月 1 日 ～
平 成 15 年 3 月 31 日 ）

平 成 14 年 12 月 期
( 平 成 14 年 1 月 1 日 ～
平 成 14 年 3 月 31 日 ）区　　分

ビ ジ ネ ス 情 報 機 器

カ メ ラ

光 学 機 器 及 び そ の 他

 
 （注）平成15年12月期第1四半期より「事務機」の製品部門別区分を変更し、「オフィスイメージング機器」、「コンピュータ周辺機器」、 

「ビジネス情報機器」に分けて開示しております。これに伴い過年度の売上高も新表示区分に合わせて組替表示を行っております。 
1.事業の種類別セグメントの主要製品は以下のとおりであります。 
事務機：オフィスイメージング機器：オフィス複写機、パーソナル複写機、カラー複写機、パーソナルデジタル複合機等 

コンピュータ周辺機器：レーザビームプリンタ、バブルジェットプリンタ、インクジェット複合機、スキャナ等 
ビジネス情報機器：コンピュータ、ハンディターミナル、マイクロフィルム機器、電卓等 

カメラ：一眼レフカメラ、コンパクトカメラ、デジタルカメラ、ビデオカメラ等 
光学機器及びその他：半導体製造装置、放送局用テレビレンズ、医療画像記録機器、磁気ヘッド、マイクロモータ等 
2.地域の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 
米 州：米国、カナダ、中南米諸国  /  欧 州：イギリス、ドイツ、フランス、オランダ  /  その他：アジア、中国、オセアニア 
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（3）事業の種類別セグメント情報                               （単位 百万円） 

金　額 （％） 金　額 （％） 金　額 （％）

事務機 1.売上高

　1)外部顧客向け 551,475 517,359 34,116 6.6 

　2)セグメント間 － － － 　

計 551,475 100.0 517,359 100.0 34,116 6.6 

2.営業費用 428,105 77.6 434,788 84.0 △6,683 △1.5 

営業利益 123,370 22.4 82,571 16.0 40,799 49.4 

カメラ 1.売上高

　1)外部顧客向け 117,544 85,711 31,833 37.1 

　2)セグメント間 － － － 　

計 117,544 100.0 85,711 100.0 31,833 37.1 

2.営業費用 95,876 81.6 75,015 87.5 20,861 27.8 

営業利益 21,668 18.4 10,696 12.5 10,972 102.6 

光学機器 1.売上高

及びその他 　1)外部顧客向け 62,542 48,021 14,521 30.2 

　2)セグメント間 34,710 28,774 5,936 20.6 

計 97,252 100.0 76,795 100.0 20,457 26.6 

2.営業費用 95,438 98.1 81,250 105.8 14,188 17.5 

営業利益 1,814 1.9 △4,455 △5.8 6,269 － 

消去 1.売上高

又は全社 　1)外部顧客向け － － － 　

　2)セグメント間 △34,710 △28,774 △5,936 － 

計 △34,710 － △28,774 － △5,936 － 

2.営業費用 △5,265 － △4,513 － △752 － 

営業利益 △29,445 － △24,261 － △5,184 － 

連　結 1.売上高 　

　1)外部顧客向け 731,561 651,091 80,470 12.4 

　2)セグメント間 － － － 　

計 731,561 100.0 651,091 100.0 80,470 12.4 

2.営業費用 614,154 84.0 586,540 90.1 27,614 4.7 

営業利益 117,407 16.0 64,551 9.9 52,856 81.9 

増　　　減
平 成 15 年 12 月 期
(平成15 年1月 1日～
平成15年3月31 日）

平 成 14 年 12 月 期
(平成14 年1月 1日～
平成14年3月31 日）

 
 (注)  営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は平成14年12月期の第1四半期及び 

平成15年12月期の第1四半期においてそれぞれ24,223百万円、29,456百万円であり、その主な内容は、 
親会社の基礎的研究費及び本社機能に係る費用であります。 
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（4）比較連結貸借対照表                                （単位 百万円）          

(1,701,172) (1,704,974) (△3,802)
現 金 及 び 預 金 530,771 521,271 9,500 
有 価 証 券 1,347 7,255 △5,908 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 468,203 498,587 △30,384 
棚 卸 資 産 460,813 432,251 28,562 
そ の 他 の 流 動 資 産 240,038 245,610 △5,572 

(1,251,656) (1,237,732) (13,924)
長 期 債 権 20,841 20,568 273 
投 資 81,346 64,037 17,309 
有 形 固 定 資 産 832,281 830,304 1,977 
そ の 他 の 資 産 317,188 322,823 △5,635 

2,952,828 2,942,706 10,122 
(749,461) (801,840) (△52,379)

短 期 借 入 金 51,599 66,754 △15,155 
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 415,889 408,464 7,425 
未 払 法 人 税 等 51,657 80,169 △28,512 
未 払 費 用 165,421 154,621 10,800 
そ の 他 の 流 動 負 債 64,895 91,832 △26,937 

(383,116) (392,671) (△9,555)
長 期 債 務 81,121 81,349 △228 
未 払 退 職 及 び 年 金 費 用 276,871 285,129 △8,258 
そ の 他 の 固 定 負 債 25,124 26,193 △1,069 

(1,132,577) (1,194,511) (△61,934)
151,923 156,245 △4,322 

(1,668,328) (1,591,950) (76,378)
資 本 金 167,248 167,242 6 
資 本 剰 余 金 394,340 394,088 252 
利 益 剰 余 金 1,259,489 1,203,248 56,241 
その他の包括利益( 損失 )累計額 △146,447 △166,467 20,020 
自 己 株 式 △6,302 △6,161 △141 

2,952,828 2,942,706 10,122 

平成15年3月31日 平成14年12月31日
(注) 1.貸倒引当金 12,779 12,031 

2.減価償却累計額 1,093,264 1,077,694 
3.その他の包括利益(損失)累計額内訳
　為替換算調整額 △56,757 △68,524 
　未実現有価証券評価益(損失) △1,037 △1,168 
　最低年金債務調整額 △87,864 △96,441 
　金融派生商品損失 △789 △334 

負 債 及 び 資 本 合 計

資

産

の

部
負

債

及

び

資

本

の

部

流 動 資 産

固 定 資 産

資 産 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

少 数 株 主 持 分

増　　減

資 本

科　　　　　目 平 成 15 年 12 月 期
( 平成 15 年3 月31 日現在)

平 成 14 年 12 月 期
(平成14年12月31日現在)

負 債 合 計
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平 成 15 年 12 月 期
(平成15 年 1 月 1 日～
平成15 年 3 月 31 日）

平 成 14 年 12 月 期
(平成14 年 1 月 1 日～
平成14 年 3 月31 日）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 当期純利益 71,601  31,654  

 営業活動によるキャッシュ・フローへの調整

減価償却費 40,498  34,153  

固定資産売廃却損 1,665  2,055  

法人税等繰延税額 △82  △725  

売上債権の減少 36,516  35,890  

棚卸資産の減少（△増加） △23,182  4,719  

買掛債務の増加 7,807  1,043  

未払税金の減少 △28,827  △33,352  

未払費用の増加 4,153  1,044  

その他 △13,049  △4,191  

計 97,100  72,290  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 有形固定資産購入額 △40,657  △45,647  

 有形固定資産売却額 1,265  2,701  

 有価証券購入額 △52  △1,331  

 有価証券売却額 6,150  553  

 投資による支払額 △19,831  △5,053  

 その他 △1,629  △10,936  

計 △54,754  △59,713  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 長期債務による調達額 1,519  1,764  

 長期債務の返済額 △2,645  △3,658  

 短期借入金の減少額 △19,990  △83,422  

 配当金の支払額 △15,360  △12,705  

 その他 △1,032  △1,431  

計 △37,508  △99,452  

 為替変動の現金及び預金への影響額 4,662  298  

 現金及び預金の純増減額 9,500  △86,577  

 現金及び預金の期首残高 521,271  506,234  

 現金及び預金の期末残高 530,771  419,657  

キヤノン株式会社                                                    
 

 

(5)比較連結キャッシュ・フロー表                                                                                                                                                                                                                        （単位 百万円） 
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連結財務諸表作成の基本となる事項 
 

1.連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 平成 1 5 年 1 2 月期 
(平成15年3月31日現在) 

平成 1 4 年 1 2 月期  
(平成14年12月31日現在) 

増 減 

連 結 子 会 社 数 200 195 5 
持分法適用関連会社数 19 19 0 

合 計 219 214 5 

（1）異動状況 
連結子会社 

新規：    6 社 
除外：    1 社 

2.主要な会計方針 

 当社の四半期連結財務諸表は、米国において一般的に認められた会計原則に基づいて作成されており、
米国公認会計士協会が発行した米国監査基準書第７１号「中間財務情報」に基づくＫＰＭＧによるレビューを受けて
おります。なお、セグメント情報については、「連結財務諸表規則」に基づいて作成しており、米国財務
会計基準審議会基準書第１３１号に基づくセグメント別財務報告は行っておりません。 
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【注意事項】
本資料で記述されている業績予想並びに将来予測は、現時点で入手可能な
情報に基づき当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれ
ています。そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は記述されている
将来見通しとは大きく異なる結果となる可能性があることをご承知おき下さい。



キヤノン株式会社

1. 地域別･製品別売上高1. 地域別･製品別売上高1. 地域別･製品別売上高1. 地域別･製品別売上高 (単位 百万円)

第1四半期 第2四半期 下半期 年間 第1四半期 第2四半期 下半期 年間

実績 予想 予想 予想 実績 実績 実績 実績

国内国内国内国内

事務機 138,581 144,119 294,800 577,500 137,966 135,228 277,035 550,229 +0.4% +6.6% +6.4% +5.0%

  オフィスイメージング機器 74,173 77,127 146,000 297,300 66,106 66,693 129,253 262,052 +12.2% +15.6% +13.0% +13.5%

  コンピュータ周辺機器 37,296 41,204 91,000 169,500 37,682 38,979 92,952 169,613 △1.0% +5.7% △2.1% △0.1%

  ビジネス情報機器 27,112 25,788 57,800 110,700 34,178 29,556 54,830 118,564 △20.7% △12.7% +5.4% △6.6%

カメラ 21,574 28,326 58,300 108,200 18,626 24,643 49,312 92,581 +15.8% +14.9% +18.2% +16.9%

光学機器その他 25,823 24,777 71,400 122,000 21,796 22,879 45,066 89,741 +18.5% +8.3% +58.4% +35.9%

　合計 185,978 197,222 424,500 807,700 178,388 182,750 371,413 732,551 +4.3% +7.9% +14.3% +10.3%

海外海外海外海外

事務機 412,894 423,106 877,300 1,713,300 379,393 419,096 877,477 1,675,966 +8.8% +1.0% △0.0% +2.2%

  オフィスイメージング機器 180,148 201,352 384,900 766,400 185,113 199,040 376,926 761,079 △2.7% +1.2% +2.1% +0.7%

  コンピュータ周辺機器 226,303 214,897 477,700 918,900 186,576 213,051 486,716 886,343 +21.3% +0.9% △1.9% +3.7%

  ビジネス情報機器 6,443 6,857 14,700 28,000 7,704 7,005 13,835 28,544 △16.4% △2.1% +6.3% △1.9%

カメラ 95,970 130,330 246,200 472,500 67,085 101,038 225,074 393,197 +43.1% +29.0% +9.4% +20.2%

光学機器その他 36,719 29,781 92,000 158,500 26,225 30,508 81,681 138,414 +40.0% △2.4% +12.6% +14.5%

　合計 545,583 583,217 1,215,500 2,344,300 472,703 550,642 1,184,232 2,207,577 +15.4% +5.9% +2.6% +6.2%

米州米州米州米州

事務機 192,654 193,846 409,200 795,700 179,268 193,342 424,888 797,498 +7.5% +0.3% △3.7% △0.2%

  オフィスイメージング機器 88,144 94,356 189,800 372,300 91,910 99,037 187,857 378,804 △4.1% △4.7% +1.0% △1.7%

  コンピュータ周辺機器 100,857 95,843 211,200 407,900 83,243 90,737 229,611 403,591 +21.2% +5.6% △8.0% +1.1%

  ビジネス情報機器 3,653 3,647 8,200 15,500 4,115 3,568 7,420 15,103 △11.2% +2.2% +10.5% +2.6%

カメラ 41,585 56,715 108,100 206,400 29,371 45,938 105,145 180,454 +41.6% +23.5% +2.8% +14.4%

光学機器その他 8,581 6,419 22,200 37,200 8,422 6,431 17,361 32,214 +1.9% △0.2% +27.9% +15.5%

　合計 242,820 256,980 539,500 1,039,300 217,061 245,711 547,394 1,010,166 +11.9% +4.6% △1.4% +2.9%

欧州欧州欧州欧州

事務機 173,391 178,309 363,800 715,500 155,303 170,425 351,157 676,885 +11.6% +4.6% +3.6% +5.7%

  オフィスイメージング機器 76,845 89,255 164,900 331,000 76,864 82,116 156,364 315,344 △0.0% +8.7% +5.5% +5.0%

  コンピュータ周辺機器 94,382 86,618 194,000 375,000 75,515 85,787 189,787 351,089 +25.0% +1.0% +2.2% +6.8%

  ビジネス情報機器 2,164 2,436 4,900 9,500 2,924 2,522 5,006 10,452 △26.0% △3.4% △2.1% △9.1%

カメラ 38,742 56,358 101,500 196,600 27,482 40,993 87,769 156,244 +41.0% +37.5% +15.6% +25.8%

光学機器その他 4,278 6,822 22,900 34,000 5,967 6,447 11,624 24,038 △28.3% +5.8% +97.0% +41.4%

　合計 216,411 241,489 488,200 946,100 188,752 217,865 450,550 857,167 +14.7% +10.8% +8.4% +10.4%

その他その他その他その他

事務機 46,849 50,951 104,300 202,100 44,822 55,329 101,432 201,583 +4.5% △7.9% +2.8% +0.3%

  オフィスイメージング機器 15,159 17,741 30,200 63,100 16,339 17,887 32,705 66,931 △7.2% △0.8% △7.7% △5.7%

  コンピュータ周辺機器 31,064 32,436 72,500 136,000 27,818 36,527 67,318 131,663 +11.7% △11.2% +7.7% +3.3%

  ビジネス情報機器 626 774 1,600 3,000 665 915 1,409 2,989 △5.9% △15.4% +13.6% +0.4%

カメラ 15,643 17,257 36,600 69,500 10,232 14,107 32,160 56,499 +52.9% +22.3% +13.8% +23.0%

光学機器その他 23,860 16,540 46,900 87,300 11,836 17,630 52,696 82,162 +101.6% △6.2% △11.0% +6.3%

　合計 86,352 84,748 187,800 358,900 66,890 87,066 186,288 340,244 +29.1% △2.7% +0.8% +5.5%

合計合計合計合計

事務機 551,475 567,225 1,172,100 2,290,800 517,359 554,324 1,154,512 2,226,195 +6.6% +2.3% +1.5% +2.9%

  オフィスイメージング機器 254,321 278,479 530,900 1,063,700 251,219 265,733 506,179 1,023,131 +1.2% +4.8% +4.9% +4.0%

  コンピュータ周辺機器 263,599 256,101 568,700 1,088,400 224,258 252,030 579,668 1,055,956 +17.5% +1.6% △1.9% +3.1%

  ビジネス情報機器 33,555 32,645 72,500 138,700 41,882 36,561 68,665 147,108 △19.9% △10.7% +5.6% △5.7%

カメラ 117,544 158,656 304,500 580,700 85,711 125,681 274,386 485,778 +37.1% +26.2% +11.0% +19.5%

光学機器その他 62,542 54,558 163,400 280,500 48,021 53,387 126,747 228,155 +30.2% +2.2% +28.9% +22.9%

　合計 731,561 780,439 1,640,000 3,152,000 651,091 733,392 1,555,645 2,940,128 +12.4% +6.4% +5.4% +7.2%

対前年同期増減率
平成15年度

(2003年)

平成14年度

(2002年)

第1四半期 第2四半期 下半期 年間

（注）
これまで「情報・通信機器」に含まれていた「ファクシミリ」のうち、電子写真技術をベースにした「パーソナルデジタル複合機」等を、
従来の「複写機」と合わせて、「オフィスイメージング機器」と致しました。
同様に、インクジェット技術をベースにしたものは「コンピュータ周辺機器」の中の「バブルジェットプリンタ」に移しております。
また、従来の「情報・通信機器」からファクシミリが除かれることから、その名称を「ビジネス情報機器」に変更しております。
なお、掲載しております前年度の数値も、比較のためにすべて組替表示を行っております。

- 補1 -
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2.地域別･製品別売上高(2002年実績・製品部門別区分変更後)2.地域別･製品別売上高(2002年実績・製品部門別区分変更後)2.地域別･製品別売上高(2002年実績・製品部門別区分変更後)2.地域別･製品別売上高(2002年実績・製品部門別区分変更後)
(単位 百万円)

上半期 第3四半期 第4四半期 年間

実績 実績 実績 実績

国内国内国内国内

事務機 273,194 123,246 153,789 550,229

  オフィスイメージング機器 132,799 62,032 67,221 262,052

  コンピュータ周辺機器 76,661 33,220 59,732 169,613

  ビジネス情報機器 63,734 27,994 26,836 118,564

カメラ 43,269 22,619 26,693 92,581

光学機器その他 44,675 23,306 21,760 89,741

　合計 361,138 169,171 202,242 732,551

海外海外海外海外

事務機 798,489 397,837 479,640 1,675,966

  オフィスイメージング機器 384,153 172,900 204,026 761,079

  コンピュータ周辺機器 399,627 218,385 268,331 886,343

  ビジネス情報機器 14,709 6,552 7,283 28,544

カメラ 168,123 93,263 131,811 393,197

光学機器その他 56,733 33,711 47,970 138,414

　合計 1,023,345 524,811 659,421 2,207,577

米州米州米州米州

事務機 372,610 194,850 230,038 797,498

  オフィスイメージング機器 190,947 91,115 96,742 378,804

  コンピュータ周辺機器 173,980 100,142 129,469 403,591

  ビジネス情報機器 7,683 3,593 3,827 15,103

カメラ 75,309 42,588 62,557 180,454

光学機器その他 14,853 7,884 9,477 32,214

　合計 462,772 245,322 302,072 1,010,166

欧州欧州欧州欧州

事務機 325,728 153,453 197,704 676,885

  オフィスイメージング機器 158,980 66,039 90,325 315,344

  コンピュータ周辺機器 161,302 85,193 104,594 351,089

  ビジネス情報機器 5,446 2,221 2,785 10,452

カメラ 68,475 35,320 52,449 156,244

光学機器その他 12,414 3,489 8,135 24,038

　合計 406,617 192,262 258,288 857,167

その他その他その他その他

事務機 100,151 49,534 51,898 201,583

  オフィスイメージング機器 34,226 15,746 16,959 66,931

  コンピュータ周辺機器 64,345 33,050 34,268 131,663

  ビジネス情報機器 1,580 738 671 2,989

カメラ 24,339 15,355 16,805 56,499

光学機器その他 29,466 22,338 30,358 82,162

　合計 153,956 87,227 99,061 340,244

合計合計合計合計

事務機 1,071,683 521,083 633,429 2,226,195

  オフィスイメージング機器 516,952 234,932 271,247 1,023,131

  コンピュータ周辺機器 476,288 251,605 328,063 1,055,956

  ビジネス情報機器 78,443 34,546 34,119 147,108

カメラ 211,392 115,882 158,504 485,778

光学機器その他 101,408 57,017 69,730 228,155

　合計 1,384,483 693,982 861,663 2,940,128

平成14年度

(2002年)

（注）
これまで「情報・通信機器」に含まれていた「ファクシミリ」のうち、電子写真技術をベースにした「パーソナルデジタル複合機」等を、
従来の「複写機」と合わせて、「オフィスイメージング機器」と致しました。
同様に、インクジェット技術をベースにしたものは「コンピュータ周辺機器」の中の「バブルジェットプリンタ」に移しております。
また、従来の「情報・通信機器」からファクシミリが除かれることから、その名称を「ビジネス情報機器」に変更しております。
なお、掲載しております前年度の数値も、比較のためにすべて組替表示を行っております。
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3. 製品別売上高構成比3. 製品別売上高構成比3. 製品別売上高構成比3. 製品別売上高構成比

第1四半期 第2四半期 下半期 年間 第1四半期 第2四半期 下半期 年間

実績 予想 予想 予想 実績 実績 実績 実績

オフィスイメージング機器オフィスイメージング機器オフィスイメージング機器オフィスイメージング機器

複写機 92% 92% 93% 92% 91% 92% 92% 92%

白黒複写機 81% 81% 81% 81% 83% 82% 81% 82%

カラー複写機 19% 19% 19% 19% 17% 18% 19% 18%

デジタル機* 94% - - - 88% 91% 89% 89%

アナログ機* 6% - - - 12% 9% 11% 11%

電子写真式ファクシミリ他 8% 8% 7% 8% 9% 8% 8% 8%

コンピュータ周辺機器コンピュータ周辺機器コンピュータ周辺機器コンピュータ周辺機器

レーザビームプリンタ 71% 69% 67% 69% 65% 69% 68% 68%

バブルジェットプリンタ 26% 28% 30% 28% 31% 28% 28% 29%
(インクジェット複合機を含む）

その他 3% 3% 3% 3% 4% 3% 4% 3%

ビジネス情報機器ビジネス情報機器ビジネス情報機器ビジネス情報機器

パーソナルコンピュータ 78% 76% 78% 77% 80% 80% 79% 79%

その他 22% 24% 22% 23% 20% 20% 21% 21%

カメラカメラカメラカメラ

銀塩カメラ･レンズ 24% 20% 23% 22% 38% 32% 29% 31%

デジタルカメラ 58% 57% 57% 57% 40% 45% 47% 45%

ビデオカメラ 18% 23% 20% 21% 22% 23% 24% 24%

光学機器その他光学機器その他光学機器その他光学機器その他

半導体機器 56% 50% 55% 54% 43% 43% 51% 48%

その他 44% 50% 45% 46% 57% 57% 49% 52%

*オフィス向け白黒複写機(本体のみ)における構成比

4. 売上高現地通貨ベース伸び率 (前年同期比較)4. 売上高現地通貨ベース伸び率 (前年同期比較)4. 売上高現地通貨ベース伸び率 (前年同期比較)4. 売上高現地通貨ベース伸び率 (前年同期比較)

第1四半期 第2四半期 下半期 年間

実績 予想 予想 予想

事務機事務機事務機事務機

国内 +0.4% +6.6% +6.4% +5.0%

海外 +13.4% +3.4% +0.3% +4.0%

合計 +9.9% +4.2% +1.7% +4.3%

カメラカメラカメラカメラ

国内 +15.8% +14.9% +18.2% +16.9%

海外 +46.7% +30.3% +9.1% +20.9%

合計 +40.0% +27.3% +10.7% +20.2%

光学機器その他光学機器その他光学機器その他光学機器その他

国内 +18.5% +8.3% +58.4% +35.9%

海外 +45.0% △0.5% +13.1% +16.1%

合計 +33.0% +3.2% +29.2% +23.9%

合計合計合計合計

国内 +4.3% +7.9% +14.3% +10.3%

海外 +19.9% +8.1% +2.8% +7.8%

米州 +24.6% +12.3% +1.1% +8.9%

欧州 +8.2% +5.8% +5.3% +6.1%

その他 +37.5% +1.9% +1.7% +8.8%

合計 +15.6% +8.1% +5.6% +8.4%

平成14年度

(2002年)

(2003年)

平成15年度

平成15年度

(2003年)

（注）
これまで「情報・通信機器」に含まれていた「ファクシミリ」のうち、電子写真技術をベースにした「パーソナルデジタル複合機」等を、
従来の「複写機」と合わせて、「オフィスイメージング機器」と致しました。
同様に、インクジェット技術をベースにしたものは「コンピュータ周辺機器」の中の「バブルジェットプリンタ」に移しております。
また、従来の「情報・通信機器」からファクシミリが除かれることから、その名称を「ビジネス情報機器」に変更しております。
なお、掲載しております前年度の数値も、比較のためにすべて組替表示を行っております。
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5. 事業の種類別セグメント情報5. 事業の種類別セグメント情報5. 事業の種類別セグメント情報5. 事業の種類別セグメント情報 (単位 百万円)

第1四半期 第2四半期 下半期 年間 第1四半期 第2四半期 下半期 年間

実績 予想 予想 予想 実績 実績 実績 実績

事務機事務機事務機事務機

外部顧客に対する売上高 551,475 567,225 1,172,100 2,290,800 517,359 554,324 1,154,512 2,226,195 +6.6% +2.3% +1.5% +2.9%

セグメント間の内部売上高 - - - - - - - - -  -  -  -  

　売上高　計 551,475 567,225 1,172,100 2,290,800 517,359 554,324 1,154,512 2,226,195 +6.6% +2.3% +1.5% +2.9%

　営業利益 123,370 102,130 229,000 454,500 82,571 95,280 233,165 411,016 +49.4% +7.2% △1.8% +10.6%

　営業利益率 22.4% 18.0% 19.5% 19.8% 16.0% 17.2% 20.2% 18.5% -  -  -  -  

カ メ ラカ メ ラカ メ ラカ メ ラ

外部顧客に対する売上高 117,544 158,656 304,500 580,700 85,711 125,681 274,386 485,778 +37.1% +26.2% +11.0% +19.5%

セグメント間の内部売上高 - - - - - - - - -  -  -  -  

　売上高　計 117,544 158,656 304,500 580,700 85,711 125,681 274,386 485,778 +37.1% +26.2% +11.0% +19.5%

　営業利益 21,668 22,832 50,600 95,100 10,696 17,359 42,235 70,290 +102.6% +31.5% +19.8% +35.3%

　営業利益率 18.4% 14.4% 16.6% 16.4% 12.5% 13.8% 15.4% 14.5% -  -  -  -  

光学機器その他光学機器その他光学機器その他光学機器その他

外部顧客に対する売上高 62,542 54,558 163,400 280,500 48,021 53,387 126,747 228,155 +30.2% +2.2% +28.9% +22.9%

セグメント間の内部売上高 34,710 34,990 65,000 134,700 28,774 34,485 76,349 139,608 +20.6% +1.5% △14.9% △3.5%

　売上高　計 97,252 89,548 228,400 415,200 76,795 87,872 203,096 367,763 +26.6% +1.9% +12.5% +12.9%

　営業利益 1,814 △5,314 5,400 1,900 △4,455 △4,036 △3,161 △11,652 -  -  -  -  

　営業利益率 1.9% △5.9% 2.4% 0.5% △5.8% △4.6% △1.6% △3.2% -  -  -  -  

消去又は全社消去又は全社消去又は全社消去又は全社

外部顧客に対する売上高 - - - - - - - - -  -  -  -  

セグメント間の内部売上高 △34,710 △34,990 △65,000 △134,700 △28,774 △34,485 △76,349 △139,608 -  -  -  -  

　売上高　計 △34,710 △34,990 △65,000 △134,700 △28,774 △34,485 △76,349 △139,608 -  -  -  -  

　営業利益 △29,445 △39,055 △68,000 △136,500 △24,261 △33,126 △65,908 △123,295 -  -  -  -  

連     結連     結連     結連     結

外部顧客に対する売上高 731,561 780,439 1,640,000 3,152,000 651,091 733,392 1,555,645 2,940,128 +12.4% +6.4% +5.4% +7.2%

セグメント間の内部売上高 - - - - - - - - -  -  -  -  

　売上高　計 731,561 780,439 1,640,000 3,152,000 651,091 733,392 1,555,645 2,940,128 +12.4% +6.4% +5.4% +7.2%

　営業利益 117,407 80,593 217,000 415,000 64,551 75,477 206,331 346,359 +81.9% +6.8% +5.2% +19.8%

　営業利益率 16.0% 10.3% 13.2% 13.2% 9.9% 10.3% 13.3% 11.8% -  -  -  -  

6. 営業外収益費用6. 営業外収益費用6. 営業外収益費用6. 営業外収益費用 (単位 百万円)

第1四半期 第2四半期 下半期 年間 第1四半期 第2四半期 下半期 年間

実績 予想 予想 予想 実績 実績 実績 実績

金融収支 950 1,250 1,700 3,900 702 550 1,158 2,410 +248 +700 +542 +1,490

為替差損益 △1,679 △6,321 △2,700 △10,700 △4,466 △13,707 △5,295 △23,468 +2,787 +7,386 +2,595 +12,768

持分法損益 △1,332 △868 △2,200 △4,400 △1,636 △164 △1,721 △3,521 +304 △704 △479 △879

その他 1,853 1,147 3,200 6,200 2,866 3,022 2,349 8,237 △1,013 △1,875 +851 △2,037

　合計 △208 △4,792 0 △5,000 △2,534 △10,299 △3,509 △16,342 +2,326 +5,507 +3,509 +11,342

7. 第2四半期業績予想7. 第2四半期業績予想7. 第2四半期業績予想7. 第2四半期業績予想 (単位 百万円)

売上高

 営業利益

 税引前純利益

当期純利益

平成15年度

(2003年)

平成15年度

(2003年)

(2002年)

平成14年度
対前年同期増減

平成14年度

(2002年)
対前年同期増減率

第1四半期 第2四半期 下半期 年間

対前年同期増減率

第2四半期予想 第2四半期実績

平成15年度

(2003年)

平成14年度

(2002年)

+6.4%733,392780,439

80,593 75,477 +6.8%

+16.3%65,17875,801

42,399 +2.0%41,551

第1四半期 第2四半期 下半期 年間
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8. 収益性8. 収益性8. 収益性8. 収益性

第1四半期実績 年間予想 第1四半期実績 年間実績

株主資本純利益率(ROE) 17.6% 14.0% 8.6% 12.5%

総資本純利益率(ROA) 9.7% 7.9% 4.5% 6.6%

9. 為替影響9. 為替影響9. 為替影響9. 為替影響
(1)為替レート(1)為替レート(1)為替レート(1)為替レート (単位 円)

第1四半期実績 第2～4四半期予想 年間予想 第1四半期実績 年間実績

円/US$ 118.92 118.00 118.21 132.40 124.73

円/EUR 127.72 125.00 125.61 116.05 118.39

(2)売上影響(2)売上影響(2)売上影響(2)売上影響 (単位 億円)

第1四半期実績 年間予想

US$ △371 △813

EUR +163 +455

その他通貨 △3 +4

  合計 △211 △354

(3)1円の変動による影響額(3)1円の変動による影響額(3)1円の変動による影響額(3)1円の変動による影響額 (単位 億円)

平成15年度

(2003年)

第2～4四半期予想

売上高への影響額売上高への影響額売上高への影響額売上高への影響額

US$ 90

EUR 49

営業利益への影響額営業利益への影響額営業利益への影響額営業利益への影響額

US$ 36

EUR 31

10. キャッシュ･フロー表10. キャッシュ･フロー表10. キャッシュ･フロー表10. キャッシュ･フロー表 (単位 百万円)

第1四半期実績 年間予想 第1四半期実績 年間実績

 営業活動によるキャッシュ･フロー

当期純利益 71,601 240,000 31,654 190,737

減価償却費 40,498 177,000 34,153 165,260

その他 △14,999 16,000 6,483 92,953

  合計 97,100 433,000 72,290 448,950

 投資活動によるキャッシュ･フロー △54,754 △235,000 △59,713 △230,220

 フリー･キャッシュ･フロー 42,346 198,000 12,577 218,730

 財務活動によるキャッシュ･フロー △37,508 △53,000 △99,452 △183,714

 為替変動の現預金への影響額 4,662 △1,971 298 △19,979

 現金及び預金の純増減額 9,500 143,029 △86,577 15,037

 現金及び預金の期末残高 530,771 664,300 419,657 521,271

11. 研究開発費11. 研究開発費11. 研究開発費11. 研究開発費 (単位 百万円)

第1四半期実績 年間予想 第1四半期実績 年間実績

事務機 25,779 - 25,625 110,290

カメラ 7,301 - 6,062 25,975

光学機器その他 20,755 - 17,259 97,404

   合計 53,835 260,000 48,946 233,669

売上高研究開発費比率 7.4% 8.2% 7.5% 7.9%

平成14年度

(2002年)

平成15年度

(2003年)

平成15年度

(2003年)

平成15年度

(2003年)

平成14年度

(2002年)

平成14年度

(2002年)

平成15年度

(2003年)

平成15年度 平成14年度

(2003年) (2002年)
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12. 設備投資/減価償却費12. 設備投資/減価償却費12. 設備投資/減価償却費12. 設備投資/減価償却費 (単位 百万円)

第1四半期実績 年間予想 第1四半期実績 年間実績

設備投資 40,657 225,000 45,647 198,702

減価償却費 40,498 177,000 34,153 165,260

13. 棚卸資産13. 棚卸資産13. 棚卸資産13. 棚卸資産
(1)期末残高(1)期末残高(1)期末残高(1)期末残高 (単位 百万円)

平成15年度 平成14年度

(2003年) (2002年) 増減

3月31日現在 12月31日現在

事務機 258,038 247,804 +10,234

カメラ 65,435 53,343 +12,092

光学機器その他 137,340 131,104 +6,236

   合計 460,813 432,251 +28,562

(2)回転日数(2)回転日数(2)回転日数(2)回転日数 (単位 日)

平成15年度 平成14年度

(2003年) (2002年) 増減

3月31日現在 12月31日現在

事務機 40 39 +1

カメラ 43 35 +8

光学機器その他 189 189 0

   合計 53 51 +2

*回転日数は、直前6ヶ月の売上高に基づいて算出しています。

14. 有利子負債依存度14. 有利子負債依存度14. 有利子負債依存度14. 有利子負債依存度
平成15年度 平成14年度

(2003年) (2002年) 差異

3月31日現在 12月31日現在

有利子負債 / 総資本 4.5% 5.0% △0.5%

15. 海外生産比率15. 海外生産比率15. 海外生産比率15. 海外生産比率
平成15年度 平成14年度

(2003年) (2002年)

第1四半期実績 年間実績

海外生産比率 41% 38%

16. 従業員数16. 従業員数16. 従業員数16. 従業員数 (単位 人)

平成15年度 平成14年度

(2003年) (2002年) 増減

3月31日現在 12月31日現在

国内 43,974 44,443 △469
海外 54,899 53,359 +1,540
   合計 98,873 97,802 +1,071

平成15年度

(2003年)

平成14年度

(2002年)
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